
千葉県子どもを虐待から守る基本計画全体評価（平成２９年度）

主な実績 今後の取組

③地域全体で支援する仕組み
　づくりの推進

【評価シート１】
（１）発生予防

②社会的関心の喚起と子どもの
　権利擁護の推進

【評価シート２】
（２）児童虐待の早期
　　　発見と対応
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①相談支援体制の強化

③児童相談所の整備

【評価シート６】
（１）人材の育成

人
材
の
育
成
等

第
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数値目標

①市町村や関係機関との連携の
　推進

・関係職員への研修を実施するとともに、連絡調整会議等を開催し関係機関との情報共有を図る
等、体制整備に努めた。（再掲）
・市町村へアドバイザー派遣を実施した。（再掲）
・児童相談所の体制強化のため、職員の増員や専門職員の配置、研修の実施、弁護士等の専門家へ
の相談体制の整備を行った。
・児童虐待死亡事例等検証委員会を開催し、社会的養護検討部会にて検証報告書が提出された。

・全市町村への要保護児童対策地域協議会の設置に向けて引き続き取り組む。
・アドバイザー派遣事業の周知を行い、アドバイザーの利用を勧奨する。（再掲）
・引き続き各児童相談所に職員の増員や専門職員の配置を行うとともに、増員に対応した研修計画
の見直しを行い研修への参加を促す。
・死亡事例検証報告書を受けて、今後の取組方針を検討し確実に実施する。

目標項目
目標

（Ｈ３１年）
実績

（Ｈ２９年）

養育支援訪問事業の
実施市町村数

全市町村 ３２市町村

子育て世代包括支援
センターの設置数

４２市町村

・市町村へアドバイザーを派遣した。
・関係職員への研修を実施するとともに、関係機関職員が参加する会議を開催し、児童虐待の現状
や防止について共通認識を図った。

・アドバイザー派遣事業の周知を行い、アドバイザーの利用を勧奨する。
・引き続き関係機関に対する研修や会議を開催し、連携体制の構築を図る。

④広報啓発活動の充実
・児童虐待防止月間である１１月に、オレンジリボンキャンペーンとして街頭キャンペーンやラジ
オＣＭ等を実施した。

・引き続き虐待防止につながる効果的な広報啓発に取り組む。

・関係職員への研修を実施するとともに、連絡調整会議等を開催し関係機関との情報共有を図る
等、体制整備に努めた。

・子育て世代包括支援センターの設置促進を図る。
・妊娠出産に不安を抱える女性に対する相談窓口を新設する。

②必要な支援につなげるための
　情報提供と相談体制の充実

・中央児童相談所に２４時間３６５日体制で電話相談員を配置し、２,５５１件の相談を受けた。
・相談窓口、通告窓口の周知を行う。
・電話相談を受けた場合、関係する児童相談所に迅速に情報伝達し、速やかに安全確認を行う。

項目

①母子保健施策と連携した
　未然防止

・各児童養護施設に地域小規模児童養護施設の設置を促していく。
・引き続き補助金を活用し整備を進めていく。

・児童相談所職員の増員や研修の実施、市町村関係職員等への研修の実施や会議の開催等体制の整
備に努めた。
・市町村子ども家庭総合支援拠点を４市で設置したことに加え、被虐待児童等へのグループ指導、
保護者カウンセリング強化事業、家族関係支援事業等をとおして相談支援の充実を図った。
・児童家庭支援センターの運営等に対して補助を行い、地域福祉の向上を図った。

・引き続き児童相談所の体制を強化するとともに、関係機関に対する研修や会議を開催し連携体制
の構築を図る。
・市町村子ども家庭支援拠点の設置促進を図るとともに、被虐待児童等へのグループ指導、保護者
カウンセリグ強化事業、家族関係支援事業等の有効性を高めていく。
・児童家庭支援センターの認知度向上のため、普及啓発に取り組んでいく。

②要保護児童対策地域協議会へ
　の支援

・市町村へのアドバイザー派遣を実施した。（再掲） ・アドバイザー派遣事業の周知を行い、アドバイザーの利用を勧奨する。（再掲）

・児童虐待防止月間である１１月に、オレンジリボンキャンペーンとして街頭キャンペーンやラジ
オＣＭ等を実施した。（再掲）
・子どもの権利ノートの作成、配布を行った。
・男女共同参画課と連携し、学校職員等を対象とした研修を実施した。

・引き続き虐待防止につながる効果的な広報啓発に取り組む。（再掲）
・引き続き男女共同参画課と連携し、ＤＶ・子ども虐待対応研修を実施する。

③法的側面からの専門知識に
　基づく迅速・的確な対応

・中央児童相談所に嘱託弁護士１名を配置した。 ・全ての児童相談所への弁護士配置に向けて取り組んでいく。

④児童自立支援施設の機能の
　充実

・千葉県県有建物長寿命化計画に基づき、生実学校の建替の準備を進めた。 ・計画のスケジュールに従い、生実学校の建替の準備を進める。
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【評価シート５】
（３）自立支援の充実

②１８歳を過ぎても支援できる
　体制の構築

・施設や里親の下で２２歳の年度末まで継続して支援を実施できるよう、居住支援費や生活支援費
の補助を行う「社会的養護自立支援事業」を新たに創設した。
・家賃相当額や生活費、就職に必要な各種資格を取得するための費用の貸付を行う「児童養護施設
退所者等に対する自立支援資金貸付事業」を実施した。

・引き続き、自立に向けた経済的支援を必要としている者に対して、制度の周知を図っていく。
・３０年度までの国庫補助とされている自立支援資金貸付事業について、３１年度以降も事業を実
施していくため、国に財源措置を要望していく。

③自立援助ホームや自立生活
　支援室の設置促進と機能向上

・自立援助ホームを３か所開設した。
・自立援助ホームにおいて大学等に就学している者が２０歳を超えて居住している場合に、自立援
助ホームに対し居住支援費や生活支援費の補助を行う「就学者自立生活援助事業」を創設した。

・児童養護施設等における自立支援室の整備を促進していく。

②里親委託等の推進
・街頭キャンペーンの実施や制度説明会等の開催をとおして、里親の普及促進を行った。
・里親トレーニング事業等の各種研修を開催し、里親の養育技術の向上を図った。
・ファミリーホームを３か所開設した。

・引き続き広報啓発を行うことで里親制度の普及を図る。
・各種研修の内容を精査し、より効果的な研修を実施していく。
・ファミリーホームの設置促進を図る。

【評価シート４】
（２）社会的養護の
　　　充実

①相談支援体制の充実
・「身元保証人確保対策事業」に大学、高校等入学時の身元保証を追加し、事業の拡充を図った。
・児童養護施設等を退所する２２名を対象に、退所後の生活等について相談支援を行う「退所児童
等アフターケア事業」を実施した。

・退所児童等アフターケア事業及び施設や里親等が行うアフターケアの取り組みを推進していく。

・千葉県県有建物長寿命化計画に基づき、児童相談所の改修等の準備を進めた。 ・計画のスケジュールに従い、児童相談所の施設整備の準備を進める。

【評価シート３】
（１）子どもと保護者
　　　に対する支援

①施設の小規模化・地域分散化
　の推進

・小規模グループケア（本園型）が３グループ、小規模グループケア（分園型）が１グループ増え
た。

③里親への研修の充実 ・里親トレーニング事業等の各種研修を開催し、里親の養育技術の向上を図った。（再掲） ・各種研修の内容を精査し、より効果的な研修を実施していく。（再掲）

④地域支援体制の充実 ・主任児童委員への研修やアドバイザー派遣を実施した。 ・アドバイザー派遣事業の周知を行い、アドバイザーの利用を勧奨する。（再掲）

①専門人材の資質向上

・関係職員への研修を実施するとともに、連絡調整会議等を開催し、関係機関との情報共有を図る
等、体制整備に努めた。（再掲）
・児童相談所職員への研修を実施するとともに、専門家への相談体制を整備した。
・補助金を利用した施設職員等への研修の参加を促進することで職員の資質の向上を図った。

・引き続き関係機関に対する研修や会議を開催し、連携体制の構築を図る。（再掲）
・児童相談所職員の増員に対応した研修計画の見直しを行い、研修への参加を促す。
・補助金の活用について説明を行い、より一層の研修参加を促す。

②専門人材の確保 ・施設職員の処遇改善や施設実習を受けた学生の就職促進等の事業を実施した。 ・専門人材の確保のため、補助金等の積極的な活用を図る。

目標項目
目標

（Ｈ３１年）
実績

（Ｈ２９年）

２０市町村

目標項目
目標

（Ｈ３１年）
実績

（Ｈ２９年）

地域小規模児童養護施
設の設置数

２１か所 １３か所

児童相談所専門職員の
増員

毎年４０名程度
の増員

７名

児童虐待死亡事例発生
件数

０件 ０件

要保護児童対策地域協
議会の設置市町村数

全市町村 ５３市町村

目標項目
目標

（Ｈ３１年）
実績

（Ｈ２９年）

児童家庭支援センター
の設置数

１１か所

目標項目
目標

（Ｈ３１年）
実績

（Ｈ２９年）

自立援助ホームの設置
数

７か所 ９か所

警察と児童相談所の合
同研修の受講者数

延べ２００名 延べ１５９名

７か所

子ども家庭総合支援拠
点の設置数

増加を目指す ４市

要保護児童の里親等委
託率

２７．０％ ２５．３％

要保護児童対策地域協
議会の調整機関に配置
される専門職の任用後
研修の受講者数

延べ１００名 延べ５０名

目標項目
目標

（Ｈ３１年）
実績

（Ｈ２９年）

基幹的職員研修の新規
受講者数

延べ１００名 延べ９１名


